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process; (ii) economic e®ects can rapidly spread as a result of the
formation of networks. In this study, considering the process of network
formation due to the partial opening of transport infrastructure, using a
hedonic approach to examine the quantitative scale and spatial spread
of economic e®ects of the development of controlled-access highways on
the business activities of companies. Results revealed that: (1) positive
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1. はじめに
産業基盤型社会資本の中心をなす交通インフラは、①部分開通での供用が
可能であり、その過程で経済効果が発生する可能性があるとともに、②ネット
ワークが形成されることによって経済効果が加速度的に拡大する可能性がある。
また、③経済活動が広域化している現在、新規整備部分が既存のネットワーク
に接続されることにより、整備された地域だけではなく周辺地域の経済活動に
プラスの効果を及ぼすことが考えられる。しかしその一方で、④Moreno and
L¶opez-Bazo［2003］が指摘するように、労働や資本といった生産要素の移動
を引き起こし、整備された地域や周辺地域にマイナスの効果をもたらす可能性
も否定できない。以上のように、交通インフラは他の産業基盤型社会資本とは
異なる性質を有しており、交通インフラ整備が地域経済に及ぼす影響を検証す
るには、これらの特徴をモデルに明示的に組み込む必要がある。
しかしながら、ネットワークの形成過程を踏まえた上で経済効果を検証した
研究としては、アメリカのミネソタ州を対象に 2000年から 2007年までの住
宅販売価格に対する道路改良の効果をとらえた Iacono and Levinson［2009］
や、アメリカのウィスコンシン州を対象に高速道路の拡張が人口変動に及ぼす
影響を検証した Chi［2010］などがあげられるものの、それほど数多くの研究
が蓄積されているわけではない。
そこで本稿では、東九州自動車道を例にあげ、①高速道路整備が企業活動に
及ぼす経済効果の量的規模と空間的広がりについて、②部分開通によるネット
ワーク形成過程を踏まえながら検証することで、交通インフラ整備のあり方を
提示する。本稿の構成は以下の通りである。第 2節では、高速道路開通前後の
地価変動に対する本稿の考え方を述べる。第 3節では、本稿の分析対象とする
高速道路ならびに分析時点について検討する。第 4節では、高速道路開通効果
の推計方法について考察する。第 5節では、推計データの作成方法について説
明する。第 6節では推計結果について概観し、第 7節では推計結果から得ら
れた政策的インプリケーションについて述べる。
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2. 高速道路開通効果に関する考え方
2.1 ネットワーク形成と開通効果
高速道路整備が地域経済に及ぼす影響については、カリフォルニア州にある
オレンジ郡の有料道路が住宅販売価格に及ぼす影響を検証した Boarnet and
Chalermpong［2001］、日本全国の高速道路を対象にインターチェンジ開通が
地価に及ぼす影響を検証した山鹿［2015］、高速道路開通による幹線道路のシ
フトを踏まえた上で東九州自動車道整備による業務環境改善効果を検証した林
［2016］、大分自動車道の全線開通が人口、地方税収、地価に及ぼす影響を検証
した近藤［2017］など、国内外にいくつかの先行研究が存在している。しかし
ながら、これらの研究は高速道路開通前後の 2時点間を DID（Di®erence-in-
Di®erence）分析などを用いて比較しており、高速道路開通の効果を明らかに
できるものの、ネットワークの形成過程と経済効果との関係性を検証するには
至っていない。
図 1に示されているように、Aインターチェンジから Cインターチェンジ
まで開通した際の全線開通効果は、Aインターチェンジから Bインターチェ
ンジまでの区間が開通した効果と、Bインターチェンジから Cインターチェ
ンジまでの区間が開通した効果の累積であると考えることができる。上述した
先行研究で行われている高速道路開通前後の 2時点間の比較は、Aインター
チェンジから Cインターチェンジまで開通した際の全線開通効果をとらえて
図 1 　高速道路の部分開通効果と全線開通効果
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いるものの、Aインターチェンジから Bインターチェンジまでの区間の開通
や、Bインターチェンジから Cインターチェンジまでの区間の開通といった
部分開通による効果を個別にとらえることはできない。高速道路は一度に全線
開通するわけではなく、部分開通を繰り返しながら全線開通に至ることから、
部分開通時点で地域経済に影響を及ぼすのか、全線開通時点でその影響が及ぶ
のかについて検証することは、高速道路整備による地域経済への影響をとらえ
る上で重要である。
2.2 インターチェンジからの距離と開通効果
地価は土地の需給関係によって決まるが、特定地点での土地の供給量は一
定であることから、需要の大きさによって決定される。キャピタリゼーション
仮設に基づいた場合、高速道路開通は①企業の業務環境の改善につながり、業
務交通に費やすコストを低下させることで企業の収益性を向上させ、②収益性
の向上を享受するために、インターチェンジ周辺の土地に対する企業の需要が
拡大するというプロセスを経て地価に帰着する1)。また、高速道路開通による
業務環境改善の効果は、高速道路利用における利便性に左右される可能性があ
り、インターチェンジから遠ざかるにつれて逓減していくことが予想される。
ただし、高速道路開通により業務環境が改善したとしても、相対的により改善
効果の大きい地域が存在する場合、土地需要が吸収され地価が下落する可能性
もあることから、地価は他地域との相対的な関係で変動することに注意が必要
である。
図 2は上記の仮説を高速道路開通前後の地価変動額によって示している。A
インターチェンジから Cインターチェンジまでの高速道路があり、第 1期に
Aインターチェンジから Bインターチェンジまでの AB区間が部分開通し、
第 2期に Bインターチェンジから Cインターチェンジまでの BC区間が開通
することで全線開通を迎えたとする。
第 1期工事で AB区間が開通すると、Aインターチェンジ近くにある地点
aと Bインターチェンジ近くにある地点 bの土地需要が拡大し地価が上昇す
1) キャピタリゼーション仮説については肥田野［1997］参照。
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図 2 　高速道路開通による地価変動
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る。仮に Aインターチェンジから地点 aまでの距離と Bインターチェンジか
ら地点 bまでの距離が同一であった場合、他の条件が一定であるならば高速
道路開通による効果は同等になることが予想される。インターチェンジから離
れたところにある地点 b’においても、業務環境が改善することから土地需要
が拡大し地価が上昇するが、インターチェンジから離れていることから地点 a
や地点 bに比べてその効果は小さいと予想される。また、地点 cや地点 dは
Bインターチェンジから遠いものの Aインターチェンジまでの移動時間が短
縮されることから高速道路開通の恩恵を受ける可能性がある。
第 2期工事で BC区間が開通すると、Bインターチェンジ近くにある地点
b"と Cインターチェンジ近くにある地点 c'の土地需要が拡大し地価が上昇
する。また、Aインターチェンジがある地点 a'は、開通済みの AB区間を利
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用すれば 20分で BC区間開通の効果を享受できる。仮に地点 b"から Bイン
ターチェンジまでの所要時間が 20分であった場合、他の条件が一定であるな
らば、地点 a'と地点 b"は同等の効果が得られる可能性がある。
このように、高速道路開通の業務環境改善効果は、①部分開通によってネッ
トワークが形成されるたびに生じ、②新規開通区間のインターチェンジからの
時間距離によって影響を受けることが予想される。
3. 分析対象高速道路と分析時点の検討
本稿は、①高速道路開通に伴う業務環境改善による地価変動を、②部分開
通によるネットワーク形成過程を踏まえながら検証することを目的としている
ことから、分析対象として、①長期間に渡り段階的に整備されており、②ネッ
トワークが広範囲にわたる高速道路が望ましい。そこで本稿では、福岡県北九
州市を起点とし、大分県、宮崎県の各県を結んでいる東九州自動車道（北九州
ジャンクションから清武南インターチェンジまでの区間）を分析対象とする。
東九州自動車道を分析対象とした根拠については、以下のとおりである。
①東九州自動車道開通前、北九州市、大分市、宮崎市間の移動で主に使われ
ていた国道 10号線を利用した場合、北九州市から大分市への所要時間は約 3
時間 20分、大分市から宮崎市への所要時間は約 5時間 25分であった。東九
州自動車道開通後、北九州市から大分市までの所要時間が約 1時間 45分（短
縮時間 1時間 35分）、大分市から宮崎市までの所要時間が約 2時間 50分（短
縮時間 2時間 35分）になるなど、高速道路開通前と比較し所要時間が約半分
程度に短縮されている。東九州自動車道を利用することで、各県主要都市の移
動に要する時間が短縮されることから、業務交通に費やすコストの低下を享受
するために、インターチェンジ周辺の土地需要が拡大している可能性がある。
②東九州自動車道は、1989年 7月 20日、日出ジャンクションから別府イン
ターチェンジまでの約 7.2kmの区間の供用が開始されたのを皮切りに、2010年
7月 17日、高鍋インターチェンジから西都インターチェンジまでの約 12.1km
が開通したことにより、北九州市に位置する北九州ジャンクションから宮崎
県宮崎市に位置する清武南インターチェンジまでの総延長約 315kmのうちの
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50%が整備された。そして、図 3に示されている通り、部分開通を繰り返しな
がら、2016年 4月 24日、椎田南インターチェンジから豊前インターチェン
ジまでの約 7.2kmが開通したことで、北九州ジャンクションから清武南イン
ターチェンジまでの区間の全線が開通している。以上のように東九州自動車道
は部分開通を重ねながら全線開通に至っていることから、第 2節で立てた仮説
を検証する上でふさわしいと思われる。
分析対象期間については、①日出ジャンクションから別府インターチェン
ジまでの区間が開通した 1989年 7月 20日以前の時点として、1988年 7月 1
日2)。②東九州自動車道の主たる経過地である大分県大分市に位置する大分イ
ンターチェンジが開通した 1992年 12月 3日以降の時点として、1993年 7月
1日。③同じく主たる経過地である宮崎県宮崎市に位置する宮崎西インター
チェンジが開通した 2000年 3月 25日以降の時点として、2000年 7月 1日。
④東九州自動車道の起点である北九州ジャンクションから苅田北九州空港イ
ンターチェンジまでの区間が開通した 2006年 2月 26日以降の時点として、
2006年 7月 1日。⑤北九州ジャンクションから清武南インターチェンジまで
の区間が全通した 2016年 4月 24日以降の時点として、2016年 7月 1日を取
図 3 　東九州自動車道のネットワーク整備率
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注）北九州ジャンクションから清武南インターチェンジまでの区間における整備率を示している。
2) 別府インターチェンジは、1989 年 7 月 20 日に湯布院インターチェンジから別府インターチェ
ンジまでの開通に伴い大分自動車道本線として供用が開始されたが、2018 年 8 月 5 日に道路名
が東九州自動車道に変更されたことから、本稿では東九州自動車道の路線であると考えている。
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り上げ、5時点を比較することで高速道路開通による効果を検証する3)。
付図 1には各分析時点における東九州自動車道のネットワーク整備状況が
示されている。2000年の整備状況をみると、大分インターチェンジから大分
宮河内インターチェンジまでの区間をはじめとする 7区間が 1993年に比べて
新たに開通している4)。これらはもちろん同時に開通したわけではなくタイム
ラグが存在するわけであるが、本稿では前の分析時点以降に開通した区間は全
て同じタイミングで開通したと仮定した上で検証する。
4. 推計方法
4.1 高速道路開通効果をとらえる変数
業務環境改善による効果はインターチェンジからの時間距離が遠くなるに
つれて逓減するという仮説を検証するには、インターチェンジからの時間距離
を考慮した変数を地価関数に組み込む必要がある。道路整備による効果を検証
した先行研究の中には、本稿と同様、距離に応じて効果が異なるという仮説を
立てた上で検証を行っているものがあり、例えば村上［2015］では、最寄りイ
ンターチェンジからの距離が 2.5km以内の近距離グループと 2.5km以上 5km
以内の遠距離グループの 2グループに分けて効果を検証している。しかしなが
ら、①同一グループ内であったとしてもインターチェンジからの距離によって
効果は異なると考えられ、②近距離グループと遠距離グループの境界点の設定
が恣意的にならざるを得ず、また、③仮に境界点の設定が適切であったとして
も、境界点を境に効果がシフトするとは考えにくい。
したがって本稿では、有料道路からの実際の距離を用いている Boarnet and
Chalermpong［2001］や林［2014］の考えに基づき、①インターチェンジか
らの時間距離が遠くなるほど業務環境改善による効果は急激に小さくなり、い
3) 本稿では国土交通省『国土数値情報（都道府県地価調査データ）』に掲載されている基準地価を
用いることから、比較対象となる 5 時点はいずれも基準地価の調査時点である 7 月 1 日となっ
ている。詳細については第 5 節参照。
4) 例えば、宇佐インターチェンジから院内インターチェンジまでの区間は 1994 年 12 月 15 日、
大分インターチェンジから大分光吉インターチェンジまでの区間は 1996 年 11 月 26 日に開通
している。
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ずれはゼロに近づくということを表す、
Ei = ¯

1
Timeinterji

(1)
を高速道路開通の効果をとらえる変数として用いることとする。(1)式におけ
る Ei は各都道府県地価調査地点（i）における新規区間開通による地価変動
額、Timeinterji は各地点 iから最寄りとなる新規開通区間のインターチェン
ジ（j）までの時間距離、¯ は推計されるパラメーターを表している。
図 2の地点 b"を例にあげた場合、BC区間が新規に開通した際、①最寄り
のインターチェンジは Bインターチェンジであることから、②地点 b"から B
インターチェンジまでの時間距離 20（分）が T imeinterB
b00
の値となる。地点
a'の場合も同様に、BC区間が新規に開通した際、①最寄りのインターチェン
ジは Bインターチェンジであることから、②開通済みである AB区間を利用
した時間距離 20（分）が TimeinterB
a0
の値となる。新規開通区間のインター
チェンジ（j）からの時間距離が長くなるほど Timeinterji の値が大きくなる
ことから、効果は限りなくゼロに近づくことになり、地価変動への影響がイン
ターチェンジから離れるにつれて逓減するという仮説を検証できる。
4.2 推計モデル
産業基盤型社会資本の効果に関する実証研究の多くは都道府県単位の情報
を用いて行われているが、これでは経済効果の空間的広がりや、地域ごとの効
果の大小を知ることができない。したがって、交通インフラの効果を検証する
際には、都道府県や市区町村といった行政区域よりも詳細な地点を分析対象と
することが望ましい。そこで本稿では、社会資本整備などの環境改善による便
益が、ある一定の条件のもとでは地価に帰着するというキャピタリゼーション
仮説に基づいた便益計測手法であるヘドニック・アプローチを用い、高速道路
が整備された地域の地価データを用いることで、高速道路整備の効果の金銭価
値を計測し、経済効果の量的規模と空間的広がりを特定する。
地価の決定にはさまざまな要因が影響を及ぼしていることから、これらの要
因をコントロールしなければ、高速道路開通の効果を正確にとらえることがで
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きない。そこで本稿では、土地自体が有する特性である、地積、ガス・水道・
下水道の整備状況、最寄り駅までの距離、建ぺい率、容積率をコントロール変
数とする5)。
ヘドニック・アプローチで用いられる地価関数は、理論上特定の関数形を想
定するものではない。先行研究では主に、①線形、②フルログ型、③セミログ
型、④両側 Box-Cox型、⑤片側 Box-Cox型の 5つのパターンが用いられて
いる6)。本稿では、関数変換が容易であり通常の OLS（最小二乗法）を利用で
きるという利点からセミログ型を用いることとする7)。
本稿では上記を考慮し、第 4.1節の (1)式を踏まえた上で、クロス項に個別
効果（®i）を想定したモデル
ln(Pit) = ®i + ¯1

D93
Timeinterjit

+ ¯2

D00
Timeinterjit

+ ¯3

D06
Timeinterjit

+ ¯4

D16
T imeinterjit

+
X
°kXkit + "it
(2)
D93 =
8<:1 if 1993年以降0 if 1993年以前 D00 =
8<:1 if 2000年以降0 if 2000年以前
D06 =
8<:1 if 2006年以降0 if 2006年以前 D16 =
8<:1 if 2016年以降0 if 2016年以前
5) 地積は土地登録簿に記載されている面積、建ぺい率は敷地面積に対する建築面積の割合、容積率
は敷地面積に対する延床面積の割合、最寄り駅までの距離は各地点から最寄りのバス停・駅まで
の道路距離である。地価は土地自体が有する特性だけではなく、周辺環境によって影響を受ける
ことから、土地周辺の環境特性を表すコントロール変数を考慮する必要がある。しかしながら、
地価データは住居表示が番地まで示されているのに対し、入手可能な統計データの多くが市区町
村データであることから、地点ごとの詳細な環境特性を考慮することは困難である。この点につ
いては、今後の検討課題である。
6) 線形とは被説明変数、説明変数の原データを用いた関数型、フルログ型とは被説明変数、説明変数
を対数変換した関数型、セミログ型とは被説明変数のみを対数変換した関数型、両側 Box-Cox
型とは被説明変数、説明変数を Box-Cox 変換した関数型、片側 Box-Cox 型とは被説明変数
のみを Box-Cox 変換した関数型である。
7) 理論上、地価関数はどの様な形状にもなりえることから、Box-Cox 変換を行った上で、データ
への当てはまりが良い関数型を尤度比検定に基づいて選択するという方法も考えられる。
|112|
林：交通インフラ整備による経済効果
により検証する。
(2)式における、P は地価、T imeinterj は地点 iから最寄りとなる新規開通
区間のインターチェンジ（j）までの時間距離、X はコントロール変数、¯、°
は推計されるパラメーター、®は個別効果、"は誤差項、iは都道府県地価調
査地点、tは時間、k はコントロール変数の種類を表している。推計した結果、
¯ の値が正の有意な結果となれば、①新規区間開通により業務環境改善の効果
が発生しており、②新規開通区間のインターチェンジからの時間距離が遠くな
るほどその効果は小さくなることを意味している。
5. 推計データ
各変数のデータ作成ならびに入手方法は次のとおりである。被説明変数に用
いる地価については、『国土数値情報（都道府県地価調査データ）』に掲載され
ている基準地価のデータを使用する8)。複数年度にわたるデータを用いて地価
関数を推計することから、マクロ経済状態の変化などによる地価変動を取り除
くため、基準地価データを実質化する必要がある9)。そこで本稿では国土交通
省『都道府県地価調査』に掲載されている地方圏における商業地の公示地価変
動率のデータを用い、1988年度基準データに実質化する10)。なお、本稿は高
速道路開通が企業活動に及ぼす影響を検証することが目的であるため、用途区
分のうち商業地区分を分析対象とし、東九州自動車道の経過地である福岡県、
大分県、宮崎県に関する地価情報を収集する11)。
コントロール変数に用いる地積、水道・ガス・下水道の整備状況、最寄り駅
までの距離、建ぺい率、容積率については、『都道府県地価調査』に掲載されて
8) わが国の土地価格データには、実際の取引価格である実勢地価、公的な土地評価の基準である公
示地価、公示地価とならんで都市評価の基準となる基準地価、相続税や贈与税などを算定する際
に用いられる路線価、固定資産税などを算定する際に用いられる固定資産税評価額などがある。
9) 岡崎・松浦［2000］では、横浜市の地価を東証株価指数（TOPIX）を用いて実質化しており、
林［2013］では、神戸市の地価を大阪大都市圏の地価上昇率を用いて実質化している。
10) 公示地価変動率のデータは、地方圏における商業地の平均的な変動率を表しており、各地域固有
の要因よりは景気などの全国共通の要因により変動していると考えられる。
11) 『都道府県地価調査』における用途区分は、住宅地、商業地、工業地、住宅見込地、準工業地、
市街化調整区域内の現況宅地、林地である。
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いるデータを使用する。なお、水道・ガス・下水道の整備状況については、整
備されている地点に 1、整備されていない地点に 0をとるダミー変数とする。
高速道路開通の効果をとらえる、「地点 iから最寄りとなる新規開通区間のイ
ンターチェンジまでの時間距離」については、次の方法で作成した。STEP1：
『国土数値情報（都道府県地価調査データ）』に掲載されている各地点の緯度・
経度データを入手し、STEP2：北九州ジャンクションから清武南インターチェ
ンジまでの各インターチェンジの緯度・経度データを Google Mapsで入手し
た後、STEP3：Google Maps APIを用いて、各地点から最寄りインターチェ
ンジまでの時間距離を計測した12)。ここまでの作業で明らかになったのは、あ
くまで最寄りインターチェンジまでの時間距離である。Case1：分析対象年度
に最寄りインターチェンジから新規区間が開通している場合は、「最寄りイン
ターチェンジまでの時間距離=新規開通区間のインターチェンジまでの時間距
離」となるが、Case2：最寄りインターチェンジからの区間が未開通もしくは
既に開通済みの場合は、最寄りインターチェンジまでの時間距離に「最寄りイ
ンターチェンジから新規開通区間のインターチェンジまでの時間距離」を足し
合わせなければならない。そこで、STEP4：Google Maps APIを用いて東九
州自動車道全インターチェンジ間の時間距離を計測した後、STEP5：最寄り
インターチェンジまでの時間距離に計測したインターチェンジ間の時間距離を
足し合わせることで、Case2に該当する地点から新規開通区間のインターチェ
ンジまでの時間距離を導出した13)14)。
12) Google Maps API を用いて時間距離を計測する際、「avoid=highways」という条件を加え
ることで、高速道路を利用しない時間距離を計測できる。しかしここでは、東九州自動車道以外
の高速道路を利用して最寄りインターチェンジまで移動する可能性を考慮し、高速道路を利用し
ないという条件を付与せずに計測した。
13) 分析対象時点によっては未開通区間があることから、STEP4 においてインターチェンジ間の
時間距離を計測する際、仮に未開通区間であるにも関わらず高速道路を利用した場合の時間距離
を計測してしまうと、時間距離が過少に計測されてしまう。この問題を回避するため、分析対象
時点ごとに開通区間・未開通区間を見極め、未開通区間においては東九州自動車道に並行してい
る一般道を用いた際の時間距離について、Google Maps API に「avoid=highways」という
条件を付与することで計測した。
14) Google Maps などのルート検索サイトを用いて時間距離を計測した場合、最新の道路事情を
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表 1には各変数の基本統計量が示されている15)。
6. 推計結果
6.1 係数の読み取り
(2)式を用いて推計した結果が表 2に示されている。なお、統計的適合度が
高くなるよう変数選択を行った結果、水道ダミー、ガスダミー、容積率を説明
変数から除いて推計したパターンの適合度が最も高かったことから、表 2には
このパターンによる推計結果が示されている16)。推計結果から明らかになっ
表 1 　基本統計量
 
ᖹᆒ ᶆ‽೫ᕪ ᭱኱ ᭱ᑠ ᶆᮏᩘ
ᐇ㉁໬ᚋ䛾ᆅ౯䠄෇㻛䟝䠅 㻝㻘㻜㻠㻢㻘㻜㻤㻞㻚㻢㻥 㻞㻘㻡㻜㻜㻘㻣㻤㻞㻚㻝㻥 㻞㻞㻘㻣㻡㻞㻘㻜㻡㻡 㻢㻘㻤㻢㻤 㻟㻠㻜
㻜㻠㻟㻢㻢㻥㻤㻣㻘㻟㻥㻣㻚㻥㻢㻡㻥㻟㻚㻢㻠㻠䠅䟝䠄✚ᆅ
㻜㻠㻟㻜㻝㻝㻞㻚㻜㻢㻥㻚㻜䞊䝭䝎㐨Ỉ
㻜㻠㻟㻜㻝㻜㻡㻚㻜㻢㻠㻚㻜䞊䝭䝎䝇䜺
㻜㻠㻟㻜㻝㻥㻠㻚㻜㻞㻢㻚㻜䞊䝭䝎㐨Ỉୗ
᭱ᐤ䜚㥐䛛䜙䛾㊥㞳䠄㼙䠅 㻝㻘㻤㻟㻠㻚㻢㻠 㻟㻘㻢㻝㻞㻚㻣㻟 㻞㻞㻘㻜㻜㻜 㻜 㻟㻠㻜
㻜㻠㻟㻜㻜㻤㻠㻠㻚㻥㻟㻡㻝㻚㻠㻟䠅㻑䠄⋡䛔䜊ᘓ
ᐜ✚⋡䠄㻑䠅 㻟㻜㻜㻚㻜㻜 㻝㻥㻤㻚㻞㻞 㻤㻜㻜 㻜 㻟㻠㻜
᪂つ㛤㏻༊㛫䛾᭱ᐤ䜚䜲䞁䝍䞊䝏䜵䞁䝆
䜎䛷䛾᫬㛫㊥㞳䠄ศ䠅 㻣㻣㻚㻥㻞 㻡㻞㻚㻡㻝 㻞㻠㻣 㻢 㻟㻠㻜
出所）国土交通省『国土数値情報（都道府県地価調査データ）』、Google Maps API より作成。
反映していることから、分析対象時点では開通していない高速道路を除いた時間距離を計測する
ことができない。また、高速道路を利用しないという条件を加えた場合、分析対象時点で開通し
ている高速道路を除外して時間距離を計測してしまうことから、高速道路が開通済みの地域にお
いては時間距離を過大に計測してしまうという問題が生じる。これらの問題を回避するために、
以上のステップを経て時間距離を計測した。
15) 地価関数を推計する際、多重共線性（multicollinearity）の問題に配慮する必要がある。多重
共線性が生じている場合、個々の説明変数における係数推計値の標準誤差が大きくなり、モデル
全体の適合度を示す決定係数が高かったとしても、有意性が失われてしまうためである。本稿で
は、多重共線性の危険度を示す尺度となる VIF（Variance In°ation Factor：分散拡大要因）
により多重共線性の検出を試みた。VIF が 10 以上ある説明変数同士を同時に使用すると、多
重共線性が引き起こされるとされているが、多重共線関係にある説明変数は確認できなかった。
16) 本稿では、統計的適合度を判断する基準として AIC（赤池の情報量基準）を用いている。AIC
とはモデルの当てはまり度を表す統計量であり、値が小さいほど当てはまりが良いと判断するこ
とができる。ただし、相対的な評価方法であるため、ある値以下であることが望ましいといった
基準が存在しないことに注意をする必要がある。
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表 2 　推計結果
 
ಀᩘ ㄝ᫂ኚᩘ ಀᩘ
㻝㻥㻥㻟ᖺ㛤㏻༊㛫䠄β 1䠅 䠉㻝㻚㻣㻣㻡㻢㻠㻢䠄䠉㻝㻚㻢㻝䠅 ᆅ✚䠄γ 1䠅
㻜㻚㻜㻜㻞㻠㻣㻢㻖㻖
䠄㻞㻚㻝㻝䠅
㻞㻜㻜㻜ᖺ㛤㏻༊㛫䠄β 2䠅 㻝㻜㻚㻣㻟㻟㻡㻡
㻖㻖㻖
䠄㻥㻚㻢㻣䠅 ୗỈ㐨䠄γ 4䠅
㻜㻚㻝㻞㻥㻝㻜㻠㻖㻖
䠄㻞㻚㻠㻜䠅
㻞㻜㻜㻢ᖺ㛤㏻༊㛫䠄β 3䠅 㻞㻚㻥㻟㻢㻜㻢㻢
㻖㻖㻖
䠄㻟㻚㻜㻜䠅 ᭱ᐤ䜚㥐䛛䜙䛾㊥㞳䠄γ5䠅
䠉㻜㻚㻜㻜㻜㻝㻢㻡㻖㻖
㻔䠉㻞㻚㻟㻢㻕
㻞㻜㻝㻢ᖺ㛤㏻༊㛫䠄β 4䠅 㻠㻚㻟㻥㻡㻥㻡㻤
㻖㻖㻖
䠄㻡㻚㻡㻡䠅 ᘓ䜊䛔⋡䠄γ6䠅
㻜㻚㻜㻜㻣㻜㻡㻞㻖㻖㻖
䠄㻝㻞㻚㻤㻟䠅
㻜㻚㻥㻤
㻟㻠㻜
㼍㼐㼖㻾㻞
㼚
ㄝ᫂ኚᩘ
᪂
༊
㛫
㛤
㏻
ຠ
ᯝ
　注）1）括弧内は t 値、adjR2 は自由度修正済決定係数、n は観測値数を表している。
　　 2）*は 10%、**は 5%、***は 1%水準で有意であることを示している。
た点は以下のとおりである。
地積（°1）については正の有意な結果が得られた。地積が大きいほど需要
者が限定され、標準的な規模の土地より低い水準で取引されるケースが多い一
方、オフィス需要の旺盛な地域においては大きな地積の土地ほど需要が大きい
ケースもあり、符号条件がどのようになるかは定かではない。本稿の対象地域
では後者の影響が大きく、正の有意な結果が得られたと推測される。
下水道（°4）については正の有意な結果が得られた。インフラが整備されて
いる地点ほど地価が高いことを示している。
最寄り駅からの距離（°5）については負の有意な結果が得られた。この結
果は、最寄り駅からの距離が遠い地点ほど地価が低い傾向にあることを示して
いる。
建ぺい率（°6）については正の有意な結果が得られた。建ぺい率は敷地面積
に対する建築面積の割合であり、建ぺい率が高いほど建築面積の広い建物の建
設が許可されることから、土地を有効活用できることが地価を高めていると考
えられる。
高速道路の新区間開通効果については、1993年時点での新規開通区間（¯1）
については有意な結果が得られなかったものの、2000年時点での新規開通区
間（¯2）、2006年時点での新規開通区間（¯3）、2016年時点での新規開通区間
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（¯4）については正の有意な結果が得られた。この推計結果は、①新区間開通
により業務環境が改善され、その結果が地価上昇に表れており、②新規開通区
間のインターチェンジからの時間距離が長くなるほどその効果は小さくなるこ
とを示している。また、③開通済み区間の少ない 1993年時点では業務環境改
善による効果は見られず、④ 2000年、2006年、2016年とネットワークが形
成されるたびに効果が現れることを示している。
6.2 高速道路開通と地価
推計結果をもとに、宮崎県東臼杵郡門川町中須 5丁目 5番（以下、地点 1
とする）と宮崎県東臼杵郡美郷町南郷神門字長堀 1006番 5（以下、地点 2と
する）における高速道路開通効果をシミュレーションした結果が図 4に示され
ている。いずれの地点も延岡南インターチェンジが最寄りのインターチェンジ
であり、地点 1は延岡南インターチェンジから 8分、地点 2は 61分の距離に
ある。
1990年 2月 21日、延岡南インターチェンジから門川インターチェンジま
での区間が開通し、一般道で 10分かかっていたところが高速道路を利用する
ことにより 3分で移動可能になる。しかしながら、門川インターチェンジより
先は未開通であることから、この区間の新規開通による業務環境改善効果は大
きくなく、その結果が 1988年と 1993年を比較した際の地価変動額（いずれ
の地点も 0円）に表れていると推測される。
2000年 7月 1日の分析時点では、延岡南インターチェンジから直接の延伸
はなく、依然として延岡南から門川までの区間が開通しているだけである。し
かしながら、付図 1に示されているように東九州自動車道は南北に延伸され
ており、地点 1や地点 2にとって北九州市や大分市へのアクセスが向上して
いる。1993年と 2000年を比較した際の地価変動額はその効果を表している
と思われる。また、地点 1の地価変動額は 16,782円、地点 2の地価変動額は
4,488円であることから、延岡南インターチェンジに近い地点 1の方が東九州
自動車道延伸による効果を多く享受していることがわかる。
2005年 4月 23日、延岡南インターチェンジから延岡インターチェンジ・
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図 4 　高速道路開通による地価変動額
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ジャンクションまでの区間が開通するなど、2000年 7月 1日時点と比較して、
北九州市、大分市、宮崎市といった主要都市に向けて東九州自動車道はさらに
南北に延伸されている。特に延岡ジャンクションは熊本方面へと向かう九州中
央自動車道と接続されており、全線開通することで地点 1や地点 2にとって
アクセスが大幅に向上する。2000年と 2006年を比較した際の地価変動額（地
点 1は 16,016円、地点 2は 7,834円）はその効果を表していると考えられる。
2016年 4月 24日、椎田南インターチェンジから豊前インターチェンジまで
の区間が開通したことにより、北九州ジャンクションから清武南インターチェ
ンジまでの全区間が開通している。全区間開通は地点 1と地点 2から北九州
市、大分市、宮崎市へのアクセスをさらに容易にし、その結果が、2006年と
2016年を比較した際の地価変動額（地点 1は 27,801円、地点 2は 7,435円）
に表れていると思われる。
東九州自動車道開通前と全線開通後を比較した場合、地点 1は高速道路開
通により 60,599円分地価が上昇しており、地点 2は 19,757円分地価が上昇し
ている。この結果から、①東九州自動車道の開通は業務環境改善の効果を地点
1、地点 2にもたらしていること。そしてその効果は、②延岡南インターチェ
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ンジから 8分のところにある地点 1の方が、61分のところにある地点 2より
も大きいこと。また、③業務環境改善効果は部分開通を重ねるごとに発生して
おり、すべてのネットワークが形成されずともその効果を享受していることが
明らかになった。
7. おわりに
交通インフラは他の社会資本と異なり、①部分開通での供用が可能であり、
その過程で経済効果が発生する可能性があるとともに、②交通ネットワークが
形成されることによって経済効果が加速度的に拡大する可能性がある。した
がって、交通インフラの整備が地域経済に及ぼす影響を検証する際には、これ
らの特徴をモデルに明示的に組み込む必要がある。そこで本稿では、東九州自
動車道を例にあげ、部分開通によるネットワーク形成過程を考慮した上で、高
速道路整備が企業活動に及ぼす経済効果の量的規模と空間的広がりについて、
ヘドニック・アプローチを用いて検証した。明らかになった点は、以下のとお
りである。
第 1に、東九州自動車道が開通したことによる業務環境の改善がインター
チェンジ周辺地点の地価上昇に表れており、その効果は新規開通区間のイン
ターチェンジからの時間距離が長くなるにつれて小さくなる。このことは、高
速道路整備による効果が一律に広がっているわけではないことを示している。
第 2に、開通済み区間の少ない 1993年時点では業務環境改善による効果は
確認できず、2000年、2006年、2016年とネットワークが形成されるたびに効
果が現れることが明らかになった。このことは、①高速道路が開通し始めた当
初のように、ネットワークが十分に形成されていない時点では効果が現れない
こと、しかし、②ネットワークが形成されるにつれ、例え部分開通での供用で
あったとしても経済効果を発生させることを示している。
以上の検証結果は、高速道路をはじめとする交通インフラを整備する場合、
発生する経済効果の空間的広がりや、ネットワーク形成過程と経済効果との関
係性を十分に考慮しながら整備計画を立てることの重要性を示唆している。
本稿の今後の課題として、以下の点があげられる。
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第 1に、本稿ではコントロール変数として土地が有する特性のみを考慮し
ている。統計データの入手が困難ではあるが、地価に影響を及ぼす周辺環境の
特性を考慮するなど、研究の精度を高めることが今後の課題である。
第 2に、東九州自動車道は経済力の異なる地域を縦断していることから、新
規に開通した区間によっては、経済力の弱い地域から強い地域へのストロー効
果を発生させている可能性もある。また、東九州自動車道の開通により北九州
市への移動が容易になっていることから、北九州方面へのストロー効果が発生
している可能性も考えられる。ストロー効果の規模や地理的範囲について検証
を行うことも今後の課題としてあげられる。
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